
第２世代交付金について
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※内閣府資料「第２世代交付金の制度概要」から作成

資料２－２

◆ 国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策
（令和６年11月22日閣議決定）（抄）
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◆ 第２世代交付金の交付上限額及び補助率

⇒ 事業ごとに定めていた交付上限額について、自治体ごとの交付上限額
（ソフト・拠点整備・インフラ整備別）を設定

※内閣府資料「第２世代交付金の制度概要」から作成
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◆ 自治体当たりの申請上限件数の引き上げ

⇒ 自治体の規模に関わらず、新規の申請上限件数を引き上げ 。

※内閣府資料「第２世代交付金の制度概要」から作成
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◆ 地域再生計画の認定

⇒ 第２世代交付金を活用する事業に係る地域再生計画の認定手続を簡素化し、
「包括的な認定」の仕組みとする

⇒ これに伴い、第２世代交付金を活用する事業に係る地域再生計画については、
原則１地方公共団体につき、１つの地域再生計画の作成で足りる

※内閣府資料「第２世代交付金の制度概要」から作成


